
宮　崎　県　公　報 令和 ２ 年 ３ 月 12 日（木曜日）　第 88 号

発　　行 宮 崎 県
印　　刷

発　行　定　日　毎週月・木曜日
購読料（送料共）　1 年  41,700 円

宮 崎 市 旭 １ 丁 目 ６ 番 2 5 号 　 
K・P クリエイションズ株式会社

令和２年３月12日（木曜日）　第 88 号

─ 1 ─

○保安林の指定予定の通知（４件）………………（自然環境課）21
○保安林の指定解除の予定の通知（２件）………（　　〃　　）22
○保安林の指定施業要件の変更予定の通知………（　　〃　　）22
○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）22
○道路の供用の開始（６件）………………………（　　〃　　）22
○都市計画事業の変更の認可………………………（都市計画課）24
　　　訓　　　令
○宮崎県職員倫理規程の一部を改正する訓令…………（人事課）24
○宮崎県準公金等取扱規程の一部を改正する訓令……（　〃　）24
○宮崎県職員安全衛生管理規程の一部を改正する
　訓令…………………………………………………（総務事務センター）25
　　　公　　　告
○知事が行う都市計画事業の変更の公告…………（都市計画課）25

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○証明手数料徴収規則の一部を改正する規則…………（財政課）１
○児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に
　関する規則の一部を改正する規則………………（こども家庭課）２
　　　告　　　示
○身体障害者福祉法に基づく医師の指定…………（障がい福祉課）20
○公共用水域が該当する水質汚濁に係る環境基準
　の水域類型の指定…………………………………（環境管理課）20
○民有林の保安林の指定予定………………………（自然環境課）20
○民有林の保安林の指定……………………………（　　〃　　）21
○民有林の保安林の指定の解除予定………………（　　〃　　）21

規　　　　　則

　証明手数料徴収規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第15号
　　　証明手数料徴収規則の一部を改正する規則
　証明手数料徴収規則（昭和32年宮崎県規則第26号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事　　務 区　　　　　分 単　　位 金　額
　［略］
２　法人又
　は法人の
　役員に関
　する証明

(１)　［略］
(２)　土地改良法第18
　条第17項又はこれを
　準用する同法第84条
　の規定により知事に
　届け出てある土地改
　良区等の役員である
　こと及び土地改良区
　等の代表者の印鑑で
　あることの証明

　［略］

(３)～(13)　［略］
３　営業又
　は業務に
　関する証
　明

(１)　［略］

事　　務 区　　　　　分 単　　位 金　額
　［略］
２　法人又
　は法人の
　役員に関
　する証明

(１)　［略］
(２)　土地改良法第18
　条第16項又はこれを
　準用する同法第84条
　の規定により知事に
　届け出てある土地改
　良区等の役員である
　こと及び土地改良区
　等の代表者の印鑑で
　あることの証明

　［略］

(３)～(13)　［略］
３　営業又
　は業務に
　関する証
　明

(１)　［略］
(２)　建設業法第３条
　第１項の国土交通大
　臣の許可を受けた建
　設業者であることの
　確認証明

同 400円
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(２)　［略］

(３)～(８)　［略］
　［略］

(３)　［略］
(４)　建設業法第27条
　の23第１項の規定に
　より国土交通大臣の
　経営事項の審査を受
　けたことの確認証明

同 400円

(５)～(10)　［略］
　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、別表の２の項の改正規定は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第16号
　　　児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則
　児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に関する規則（昭和40年宮崎県規則第20号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（負担金の決定）
第３条　措置権者は、法第20条第１項、第22条第１項、第23条第１
　項、第27条第１項第３号、同条第２項又は第33条の６第１項に規
　定する措置又は委託を行ったときは、法第56条第２項の規定によ
　り徴収する法第50条第５号、第６号の２又は第７号から第７号の
　３までに規定する費用（以下「負担金」という。）の額を当該措
　置を受けた者又はその者の属する世帯の階層区分に従い、次の各
　号により決定しなければならない。
　(１)　別表第１又は別表第２の基準額を負担金の額とする。

　(２)　［略］
２・３　［略］

　（負担金の決定）
第３条　措置権者は、法第20条第１項、第22条第１項、第23条第１
　項、第27条第１項第３号、同条第２項又は第33条の６第１項に規
　定する措置又は委託を行ったときは、法第56条第２項の規定によ
　り徴収する法第50条第５号、第６号の２又は第７号から第７号の
　３までに規定する費用（以下「負担金」という。）の額を当該措
　置を受けた者又はその者の属する世帯の階層区分に従い、次の各
　号により決定しなければならない。
　(１)　負担金の額は、次に掲げる費用に応じ、それぞれ次に定め
　　る表の基準額とする。
　　ア　法第50条第６号の２、第７号（障害児入所施設に係る費用
　　　を除く。）及び第７号の３に規定する費用　別表第１
　　イ　法第50条第５号に規定する費用　別表第２
　　ウ　法第50条第７号（障害児入所施設に係る費用に限る。）及
　　　び第７号の２に規定する費用　別表第３
　(２)　［略］
２・３　［略］

　別表第１及び別表第２を次のように改める。
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　別表第２の次に次の１表を加える。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則による改正後の児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に関する規則（以下「改正後の規則」という。）第３条第１項第
　１号ア及び別表第１の規定は、令和元年７月分の費用の徴収から適用し、令和元年６月以前の月分の費用の徴収については、なお従前の
　例による。
３　改正後の規則第３条第１項第１号ウ及び別表第３の規定は、令和元年６月分の費用の徴収から適用し、令和元年５月以前の月分の費用
　の徴収については、なお従前の例による。ただし、改正後の規則別表第３の備考５及び６の規定については、令和元年10月分の費用の徴
　収から適用する。
４　改正後の規則及び前２項の規定にかかわらず、この規則の施行の日前において改正前の児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収に
　関する規則（以下この項において「改正前の規則」という。）第３条第１項に規定する措置を受けた者（法第20条第１項の規定に基づく
　措置を受けた者を除く。）の改正後の規則の規定による負担金の額（以下「新負担金額」という。）が改正前の規則の規定による負担金
　の額（以下「旧負担金額」という。）を超えるときは、当該措置が解除されるまでの間の分として徴収する負担金の額については、旧負
　担金額とする。
５　前項の規定は、新負担金額が旧負担金額を超えない月がある場合は、その月以後の負担金については、適用しない。

告　　　　　示

宮崎県告示第 183号	
　身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第１項の規定	
により、身体障害者手帳の交付申請に要する診断書を作成する医師
を次のとおり指定した。	
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

医師の氏名
従事する医療機関

診療科目 指定年月日
名　称 所在地

政所　治道 医療法人爽
林会　政所
医院

都城市 内科・小
児科

令和２年３
月１日

馬渡　夏子 宮崎県立日
南病院

日南市 眼科 令和２年３
月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 184号
　環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第２項の規定に基づき
、別表の水域の欄に掲げる公共用水域が該当する水域類型（水質汚
濁に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号）別表２の
１の⑴のイの表の類型の欄に掲げる類型をいう。以下同じ。）を同
表の該当類型の欄に掲げるとおり指定するとともに、当該水域類型
に係る基準値の達成期間を同表の達成期間の欄に掲げるとおり定め
、令和２年４月１日から施行する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
別表　公共用水域が該当する水質汚濁に係る環境基準の水域類型の
　指定

水域 該当類型 達成期間
五ヶ瀬川上流（水生生物）　（熊本県区域を除く
　　　　　　　　　　　　　　水ヶ崎橋より上流）
五ヶ瀬川下流（水生生物）　（水ヶ崎橋より下流）

生物Ａ　

生物Ｂ　

イ

イ
小丸川上流（水生生物）　　（高城橋より上流）
小丸川下流（水生生物）　　（高城橋より下流）

生物Ａ　
生物Ｂ　

イ
イ

大淀川（水生生物）　　　　（鹿児島県境より下流） 生物Ｂ　 イ
川内川（水生生物）　　　　（熊本県区域を除く
　　　　　　　　　　　　　　鹿児島県境より上流）

生物Ａ　 イ

注１　該当類型の欄中の類型は、河川の類型を表す。
　２　達成期間の分類は、次のとおりとする。
　　⑴　「イ」は、直ちに達成
　　⑵　「ロ」は、５年以内で可及的速やかに達成
　　⑶　「ハ」は、５年を超える期間で可及的速やかに達成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 185号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。
　　令和２年３月12日

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林予定森林の所在場所　日向市東郷町下三ケ字鉾
　ノ元1017、字上平田1102－１・1156－１・1156－２・1156－丙（
　以上４筆について次の図に示す部分に限る。）、1074－１、1155
　－４、1156－乙、1156－丁
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
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　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び東臼杵農林振興局並び
　に日向市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 186号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定をする。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林の所在場所　東臼杵郡美郷町北郷黒木字境ノ谷
　1445－２、字玉カツラ1707－13
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び東臼杵農林振興局並びに美郷町役場に備え置い
　て縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 187号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第26条の２第２項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定を解除する予定である。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除予定に係る民有林の保安林の所在場所　東諸県郡綾町大字
　南俣字大口5692－１（次の図に示す部分に限る。）
２　民有林の保安林として指定された目的　公衆の保健
３　解除の理由　道路用地とするため
　　（「次の図」は省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環境
　課及び中部農林振興局並びに綾町役場に備え置いて縦覧に供する
　。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 188号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　北諸県郡三股町大字長田字大八重
　5292
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び北諸県農林振興局並びに三股町役場に備え置い
　て縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 189号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　西臼杵郡日之影町大字七折字箱石
　 11253－１、 11281－１から 11281－４まで、 11281－９、字一
　の水 11450、 11463
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び西臼杵支庁並びに日之影町役場に備え置いて縦
　覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 190号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　児湯郡西米良村大字小川字中入 6
　74－１（次の図に示す部分に限る。）、 672
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字中入 674－１（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
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　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに
　西米良村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 191号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　児湯郡川南町大字平田字四海5011
　－10、5019－２
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字四海5011－10・5019－２（以上２筆について次の図に示
　　　す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに
　川南町役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 192号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する予定である旨の通知
があった。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除予定保安林の所在場所　串間市（国有林。次の図に示す部
　分に限る。）
２　保安林として指定された目的　水源の涵

かん

養
３　解除の理由　道路用地とするため
　　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環
　境課及び南那珂農林振興局並びに串間市役所に備え置いて縦覧に
　供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 193号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する予定である旨の通知
があった。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除予定保安林の所在場所　えびの市（国有林。次の図に示す
　部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　水源の涵

かん

養
３　解除の理由　道路用地とするため
　　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環

　境課及び西諸県農林振興局並びにえびの市役所に備え置いて縦覧
　に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 194号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の３において準用する同
法第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指
定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　児湯郡西米良村
　大字小川字中入 674－１・ 673－７（以上２筆について次の図に
　示す部分に限る。）、字尾薮 675－１
２　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は択伐による。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに
　西米良村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 195号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

53 県道 京町小
林線

えびの市大
字島内字芝
田1975番１
地先から同
市同大字同
字1973番４
地先まで

旧 14�8～
19�0

11�0～
15�0

55�0

77�0

新 14�8～
19�0

55�0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 196号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  221号 小林市堤字
平之上2213
番３地先か
ら同市堤字
三松3609番
３地先まで

令和２年３月12日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 197号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

宮崎県告示第 199号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 198号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 200号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 201号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和２年３月12日から同年同月25日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

40 県道 都農綾
線

児湯郡木城
町大字高城
字岸立4245
番１地先か
ら同郡同町
同大字同字
4245番１地
先まで

令和２年３月12日

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

40 県道 都農綾
線

児湯郡木城
町大字高城
字黒水川43
94番１地先
から同郡同
町同大字同
字4394番１
地先まで

令和２年３月12日

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

53 県道 京町小
林線

えびの市大
字浦字新邑
下1110番６
地先から同
市大字島内
字王子原20
17番43地先
まで

令和２年３月12日

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 309 県道 川床日
向新富
停車場
線

児湯郡新富
町大字新田
字平伊倉 1
9365番１地
先から同郡
同町同大字
同字 19365
番１地先ま
で

令和２年３月12日
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路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 313 県道 杉安高
鍋線

児湯郡高鍋
町大字上江
字北唐木戸
7266番５地
先から同郡
同町同大字
同字7266番
５地先まで

令和２年３月12日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 202号
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により
、平成28年宮崎県告示第 201号による日向延岡新産業都市計画下水

道事業の事業計画の変更を次のとおり認可した。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　施行者の名称
　　日向市
２　都市計画事業の種類及び名称
　　日向延岡新産業都市計画下水道事業　日向公共下水道
３　事業施行期間
　　昭和49年12月10日から令和８年３月31日まで
４　事業地
　　収用の部分
　　変更なし
　　使用の部分
　　平成28年宮崎県告示第 201号の事業地に次の区域を追加する。
　　　日向市大字財光寺字沖ノ原、字菜切、字中ノ原、字松立及び
　　　　　　　　　　　字下ノ浜の一部

訓　　　　　令

　　　附　則
　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県準公金等取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第４号
　　　宮崎県準公金等取扱規程の一部を改正する訓令
　宮崎県準公金等取扱規程（平成22年訓令第12号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則

　宮崎県職員倫理規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県職員倫理規程の一部を改正する訓令
　宮崎県職員倫理規程（平成19年訓令第20号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（目的）
第１条　この訓令は、知事の事務部局に勤務する職員（臨時及び非
　常勤の職員を含む。以下「職員」という。）が取り扱う準公金及
　び所属親睦会経費（以下「準公金等」という。）について、取扱
　いの基準及び手続に関し必要な事項を定めることにより、会計事
　務の適正化と事故防止を図ることを目的とする。

　（目的）
第１条　この訓令は、知事の事務部局に勤務する職員（非常勤の職
　員を含む。以下「職員」という。）が取り扱う準公金及び所属親
　睦会経費（以下「準公金等」という。）について、取扱いの基準
　及び手続に関し必要な事項を定めることにより、会計事務の適正
　化と事故防止を図ることを目的とする。

改正前 改正後
　（定義等）
第２条　この訓令において、「職員」とは、地方公務員法（昭和25
　年法律第 261号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員（
　臨時又は非常勤の職にある者を除く。）であって、知事の事務部
　局に勤務するものをいう。
２～７　［略］

　（定義等）
第２条　この訓令において、「職員」とは、地方公務員法（昭和25
　年法律第 261号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員で
　あって、知事の事務部局に勤務するものをいう。

２～７　［略］
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　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働委員会事務局
　　　宮崎県職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令
　宮崎県職員安全衛生管理規程（昭和62年訓令第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

各 出 先 機 関

改正前 改正後
　（定義）
第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ
　ぞれ当該各号に定めるところによる。
　(１)　職員　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 172条第１項
　　に規定する職員（臨時又は非常勤の職員を除く。）で知事の事
　　務部局及び労働委員会事務局に勤務するものをいう。
　(２)～(５)　［略］
　（健康診断の種類）
第25条　職員に対して行う健康診断の種類は、次のとおりとする。

　(１)～(４)　［略］

　（定義）
第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ
　ぞれ当該各号に定めるところによる。
　(１)　職員　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 172条第１項
　　に規定する職員で知事の事務部局及び労働委員会事務局に勤務
　　するものをいう。
　(２)～(５)　［略］
　（健康診断の種類）
第25条　職員に対して行う健康診断の種類は、次のとおりとする。
　(１)　雇入時健康診断
　(２)～(５)　［略］

　　　附　則
　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

公　　　　　告

　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定による
次の都市計画事業の変更の認可を受けたので、同法第66条の規定に
より、公告する。
　　令和２年３月12日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画事業の種類及び名称
　　宮崎広域都市計画道路事業　３・４・24号　木花通線
　　　　　　　　　　　　　　　３・４・22号　塩鶴木崎線
２　施行者の名称
　　宮崎県
３　事務所の所在地及び名称
　　宮崎市橘通東１丁目９番10号　宮崎県宮崎土木事務所
４　事業地の所在
　　収用の部分
　　変更なし
　　使用の部分
　　なし
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